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○高知県技能教育施設の指定等に関する規則

平成20年４月18日教育委員会規則第９号

改正

令和５年７月28日教育委員会規則第21号

高知県技能教育施設の指定等に関する規則をここに公布する。

高知県技能教育施設の指定等に関する規則

高知県技能教育施設の指定等に関する規則（平成２年高知県教育委員会規則第１号）の全部を改

正する。

（趣旨）

第１条 この規則は、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第55条第１項の規

定による技能教育のための施設の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。

（施設指定の申請）

第２条 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号。以下「政令」という。）第32条の規定により法

第55条第１項の規定による技能教育のための施設の指定の申請をしようとする者は、別記第１号

様式による技能教育施設指定申請書に、次に掲げる書類を添えて高知県教育委員会（以下「県教

育委員会」という。）に提出しなければならない。

(１) 技能教育のための施設の建物の配置図及び平面図

(２) 技能教育のための施設の運営方法を記載した書類

(３) 技能教育のための施設の年間経費の概要を記載した書類

(４) 技能教育のための施設において使用する主な教材の名称を記載した書類

(５) 政令第33条の２の規定による指定を受けようとする連携科目等の内容の概要を記載した書

類

(６) 技能教育を担当する者の氏名、担当科目、担当時間数及び履歴（当該担当科目に関する高

等学校の教諭の資格その他の資格及び当該担当科目に関する実地の経験年数を含む。）を記載

した書類

(７) 技能教育施設の指定等に関する規則（昭和37年文部省令第８号。次条第２項において「省

令」という。）第５条第１項に規定する連携措置（以下この条において「連携措置」という。）

をとろうとする高等学校の名称及び所在地並びに課程及び学科の名称を記載した書類

(８) 連携措置をとろうとする高等学校の校長の承諾書

(９) 連携措置をとろうとする高等学校の学科の教育課程を記載した書類
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（内容変更の届出）

第３条 法第55条第１項の規定による県教育委員会の指定を受けた技能教育のための施設（以下「指

定技能教育施設」という。）の設置者は、政令第34条第１項の規定により内容変更の届出をしよ

うとするときは、別記第２号様式による指定技能教育施設内容変更届出書を県教育委員会に提出

しなければならない。

２ 省令第４条第１項第６号の規定により内容変更の届出をしなければならない事項は、次のとお

りとする。ただし、第２号に掲げる事項にあっては、軽微な変更の場合を除く。

(１) 技能教育のための施設において技能教育を受けることのできる者の資格

(２) 技能教育のための施設の施設及び設備の状況

（連携科目等の追加指定等の申請）

第４条 指定技能教育施設の設置者は、政令第34条第２項の規定により連携科目等の追加指定を受

けようとするときにあっては別記第３号様式による連携科目等追加指定申請書に、連携科目等の

指定変更をしようとするときにあっては別記第４号様式による連携科目等指定変更申請書に、そ

れぞれ次に掲げる書類を添えて県教育委員会に提出しなければならない。

(１) 追加指定又は指定変更をしようとする連携科目等（以下この項において「追加変更科目」

という。）に係る第２条第４号に掲げる書類

(２) 追加変更科目の内容の概要を記載した書類

(３) 追加変更科目に係る第２条第６号から第９号までに掲げる書類

２ 指定技能教育施設の設置者は、政令第34条第２項の規定により連携科目等の廃止をしようとす

るときは、別記第５号様式による連携科目等指定解除申請書を県教育委員会に提出しなければな

らない。

（廃止の届出）

第５条 指定技能教育施設の設置者は、政令第35条第１項の規定により当該指定技能教育施設の廃

止の届出をしようとするときは、別記第６号様式による指定技能教育施設廃止届出書を県教育委

員会に提出しなければならない。

（委任）

第６条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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附 則（令和５年７月28日教育委員会規則第21号）

この規則は、公布の日から施行する。
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別記

第１号様式（第２条関係）
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第２号様式（第３条関係）
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第３号様式（第４条関係）
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第４号様式（第４条関係）



8/8

第５号様式（第４条関係）

第６号様式（第５条関係）


